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医療機関に求められる労務管理と働き方改革

～ 適正な労働時間管理の実現に向けて ～
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２．医療機関に求められる労務管理

３．労働時間の適正把握

４．医師の研鑽

５．宿日直許可取得後の運用



医療機関を取り巻く労務管理の環境
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令和６年４月～

医師の時間外労働 上限規制 医療機関の働き方改革

≪課題≫

医師不足への対応

救急医療体制の維持

医療従事者の健康確保

医療の質の確保

働く方の健康確保



医師の働き方改革は「制度対応」から「運用定着」の段階へ
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≪労働時間の適正把握≫

・医師だけでなく全ての労働者が対象

・客観的な方法による把握が原則

・自己申告のみで完結しない管理体制

労働時間管理は

  健康確保措置の出発点

≪勤務環境の改善≫

・タスクシフト・タスクシェアの推進

・業務の見直しや効率化による負担軽減

・多職種が働きやすい職場環境の整備

働き方改革は個人の努力ではなく

組織全体で取り組むもの

≪医師の健康確保≫

・長時間労働医師への面接指導

・勤務間インターバル

・代償休息

「働いた時間を把握する」から

「健康を守る」へ

≪人材の確保・定着≫

・同一労働同一賃金への対応

・多様な働き方を支える制度整備

・魅力ある職場づくりによる人材確保

人材不足が進む中

        選ばれる職場づくりを
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時間外労働の上限規制の概要

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限
（原則）

１か月４５時間
１年３６０時間

法律による上限（特別条項/年６月まで）
・年720時間
・複数月平均80時間以内（休日労働含む）
・月100時間未満（休日労働含む）

１年間＝１２か月

≪特定医師の上限規制≫
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水準 長時間労働が必要な理由 年の上限時間

A水準 原則 960時間

連携B水準
地域医療確保のため、
派遣先の労働時間を通算
すると長時間労働となる

通算で1,860時間
（各院では960時

間）

B水準
地域医療の確保のため救
急医療等を担うため
長時間労働となる

1,860時間

C-1水準 臨床研修・専攻医の研修のため 1,860時間

C-2水準 高度な技能の取得のため 1,860時間

≪特定医師以外の医師、一般労働者の上限規制≫

① 面接指導

１か月の時間外・休日労働が100時間以上となることが見込まれる場合は、面接指導実施医師による面接指導を行う必要あり。

② 休息時間の確保（勤務間インターバル）・代償休息

 勤務医が確実に休息を取ることができるよう、退勤から翌日までの出勤までに原則９時間を空ける必要あり。

なお、休息時間中に緊急の業務に従事した場合には、事後的に代償休息を与える必要があります。



※ 特定医師の範囲

• 特定医師とは、病院もしくは診療所で勤務する医師（医療を受けるものに対する診療を直接の目的と

する業務を行わない者を除く。）または

介護老人保健施設もしくは介護医療院において勤務する医師を指します。
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≪特定医師≫

・病院等で診療を行う勤務医

・診療も行っている産業医

≪他の医師≫

・血液センター等の勤務医

・産業医

・大学病院に勤務する教授研究

業務に従事する医師

診療を直接の目的とする業務

を行わない医師

・歯科医師、獣医師

「医師の上限規制」適用

年の上限 9 6 0時間 o r  1 , 8 6 0時間



3 6協定届の記載例（１）
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【様式第９号の５】

１枚目（各水準共通）

時間外労働が限度
時間（年360時間）
を超えない場合

様式第９号の４
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様式ダウンロード



3 6協定届の記載例（２）

8

【様式第９号の５】

２枚目（A水準）

特別延長時間の上限
１年960時間
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3 6協定届の記載例（３）
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【様式第９号の５】

２枚目（特例水準）

特別延長時間の上限
１年1,860時間
（B水準、C水準）

特別延長時間の上限
１年960時間（連携B

水準）
※自院での上限時間
を記載

9次頁を参照



参 考  

臨時的な特別な事情がある場合（事由）の記載例

Ａ水準
患者数増加、入院患者の急変、救急患者の搬送等に伴う診察、検査、診断、処置、
手術への対応の発生 など

Ｂ水準
救急患者や重症患者に対する診療、検査、診断、処置、手術への対応 など
※地域医療の確保のためにやむを得ず長時間労働になる事由を記載

連携Ｂ水準
患者数増加、入院患者の急変、救急患者の搬送等に伴う診察、検査、診断、処置、
手術への対応の発生 など
※派遣されるまで派遣元で従事している医師業務との関係で臨時的に限度時間を超えて時間外労働を行わせる事由を記載

Ｃ水準
○○臨床研修プログラムにおける診察、検査、診断、処置、手術への対応
○○専門研修プログラムにおける診察、検査、診断、処置、手術への対応 など
※各医師の技能研修計画について、時間外労働を行わせる必要のある事由を記載
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労働時間の適正把握

・労働時間とは、使用者の指揮命令下に置かれている時間を示します。

・自己研鑽が労働時間に該当するかは、「使用者の指揮命令下に置かれているかどうか」により判断されます。

・医師が他の医療機関で副業・兼業を行った場合は、労働時間は通算されることに注意してください。

労働時間とは

≪裁判所の判断≫ 令和8年3月16日東京地方裁判所 令和6(行ウ)258 療養補償給付等不支給決定取消請求事件

【概要】

病院勤務医がくも膜下出血を発症し、労災認定が争われた事案。裁判所は、長時間労働の判断

に当たり、電子カルテ、アクセスログ、パソコンログ、入退館記録、 P H S通話記録、宿直実績

報告書などの客観的記録を用いて労働時間を認定した。

ポイント①：宿直中であっても、看護師からの呼出しに対応、入院患者の診察カルテ作成、パソ

コン作業などを行っていた。

ポイント②：宿直中は病院外へ出ることができず、いつ呼出しを受けるか分からない状態

であった。

ポイント③：そのため裁判所は、宿直業務時間中の原告は使用者の指揮命令下に置かれており、

労働からの解放が保障されていたとはいえないとして、宿直時間全体を

業務の過重性評価の対象となる労働時間と認定した。 12



労働時間の適正把握
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働き方改革関連法の改正により、労働安全衛生法についても改正され、労働者の健康確保措置

を適切に実施する観点から、 “労働時間の状況の把握をすること “が法令上定められました。

【労働安全衛生法第 6 6条の８の３（労働安全衛生規則第 5 2条の７の３）】

● 事業者は長時間労働者に対する面接指導を実施するため、タイムカードによる記録、

パーソナルコンピューター等の電子計算機の使用時間（ログインからログアウトまでの時

間）の記録等の客観的な方法その他の適切な方法により、労働者の労働時間の状況を把握

しなければならない。

※ 管理監督者や裁量労働制の適用者も含めた全ての労働者が対象です。

労働時間は、客観的な記録を基礎として把握しましょう
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○ 医師の研鑽とは 、診療等の本来業務の傍ら 、医師の自らの知識の獲得や技能の向上を図るために行う学習 、

     研究等のこと をいいます 。

○ 労働時間に該当するか ど う かは 、 「使用者の指揮命令下に置かれているか ど うか 」 で判断され 、所定労働時間内

     に行う研鑽は労働時間に該当しますが 、所定労働時間外に行う研鑽については 、労働時間に該当する場合と

     しない場合があります 。

医師が行う診療、教育、研究 等

本来業務
研鑽

（本来業務の傍ら医師の自らの知識の習得
や技能の向上を図るために行う学習等）

労働時間に該当

（所定労働時間内に行う場合） （所定労働時間外に行う場合）

（上司の明示・黙示の指示がない場合）（右記以外）
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概 要 医 師 の 研 鑽 と 労 働 時 間

労働時間に該当 労働時間に該当しない



医師の研鑽に係る労働時間の考え方

研鑽が業務上必須かどうか＝労働時間に該当するかどうかは、経験や業務内容など
を踏まえて、判断する。

≪判断に当たって考慮する要素≫
・臨床研修医、専攻医、それ以降の医師など職階（経験）の違い
・担当する外来、入院患者の状況 など

16



医師の研鑽
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2023年3月に公表しています。
ご参照ください。

「勤務環境改善に向けた好事例集」

①考え方を明文化

先輩医師の見学

学会の準備

組織としてのルール化

③上司との確認

上司と医師で

コミュニケーション

組織のルールに

基づき上司が判断

不利益取扱をしない

④職員への周知

ルールを全員が

確認できるように

e x )白衣を着させない、

スペースを確保する

勤務外と分かるように

②申出制の導入

労働時間には該当

しない「研鑽」申出

研鑽計画書の提出

など

医師の考えを確認
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宿日直許可申請について

・宿日直中の勤務実態が、労働密度が低く十分な休息をとることが可能と認められる場合には、労働基準

監督署から「宿日直許可」を得ることができます。

・宿日直許可の対象となった業務（宿日直）に従事する時間は、労働基準法の労働時間規制の対象から除

外されます。

・宿日直許可の回数は、原則（例外あり）、同一医師の宿直が週１回、日直が月１回以内です。許可回数

を超えて宿日直に従事させた場合、超過分について通常の労働としての取扱が必要です。

宿日直許可とは？

対象となる業務は？

医療機関全体でなく、一部の診療科や時間帯に限った形でも申請ができます。許可の対象となるかどう

かは、以下の許可基準に沿って総合的に判断されます。

●通常業務とは異なる、軽度または短時間の業務であること。

●救急患者の診療など、通常業務と同等の業務が発生することはあっても、その頻度がまれ

であること。

●宿直の場合は、相当の睡眠設備があり、夜間に十分な睡眠を取り得ること。

●通常業務の延長ではなく、通常の勤務時間の拘束から完全に解放された後の業務であること。
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医療機関の宿日直許可申請に関するFAQはこちら



宿 日 直 許 可 の 取 得後 に重 要 なこ と
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① 許可時と同じ勤務態様で運用できていますか

② 通常の診療業務を行った時間を把握していますか

③ 勤務実態が変化した場合は見直しを行いましょう！



各種参考資料等
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「医師の時間外労働の
上限規制に関するQ＆A」

●「医師の時間外労働の上限規制に関するQ＆A」

36協定の締結・届出、上限規制の内容、面接指導な

どについてのQ＆Aです。

「医師の時間外労働の
上限規制に関するQ＆A」追補分

いきサポ

●厚生労働省のポータルサイト（『いきサポ』）

各医療機関の取組事例、医師の働き方改革の

制度解説などを紹介しています。

●厚労省HP 「医師の働き方改革」を考える

患者にも理解、協力を
求める動画などが掲載
されています。

厚生労働省HP



ご清聴ありがとうございました
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